
　　　　満期保有目的の債券については償却原価法、その他の有価証券については、決算日の

        市場価格に基づく時価法によっている。

　　　　設備造作、什器備品については定額法によっている。

  (3)  引当金の計上基準

　　　　退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

　　　　計上している。

  (4)  リース取引の処理方法

　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

  (5)  消費税等の会計処理

　　　　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科       目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

   基 本 財 産 引 当 資  産 1,000,000 - - 1,000,000

小       計 1,000,000 1,000,000

特定資産

   運 用 基 金 引 当 資 産 5,441,483,063 252,459,225 - 5,693,942,288

   人材育成基金引当資産 344,855,506 18,562,373 - 363,417,879

   退 職 給 付 引 当 資 産 81,757,831 5,606,000 - 87,363,831

   特定費用準備資金引当資産 35,750,000 - △ 8,985,678 26,764,322

小       計 5,903,846,400 276,627,598 △ 8,985,678 6,171,488,320

合       計 5,904,846,400 276,627,598 △ 8,985,678 6,172,488,320

財務諸表に関する注記

１.重要な会計方針

  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

  (2)  固定資産の減価償却の方法

２.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高



　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

   基 本 財 産 引 当 資 産 1,000,000 (0) (1,000,000) (0)

小       計 1,000,000 (0) (1,000,000) (0)

特定資産

   運 用 基 金 引 当 資 産 5,693,942,288 (0) (5,693,942,288) (0)

   人材育成基金引当資産 363,417,879 (3,600,000) (359,817,879) (0)

   退 職 給 付 引 当 資 産 87,363,831 (0) (0) (87,363,831)

   特定費用準備資金引当資産 26,764,322 (0) (26,764,322) (0)

小       計 6,171,488,320 (3,600,000) (6,080,524,489) (87,363,831)

合       計 6,172,488,320 (3,600,000) (6,081,524,489) (87,363,831)

４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科      目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

設  備  造  作 2,646,000 2,645,999 1

什  器  備  品 12,582,027 12,582,026 1

合      計 15,228,027 15,228,025 2

３.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）



（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

 補助金

　国庫補助金

 H29 離島への石油製品の安定・効率的な
　　 供給体制の構築支援事業

資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁 0 0 0 0 一般正味財産

1,637,651 771,218 2,408,869 0 流動負債

 H30 離島への石油製品の安定・効率的な
　　 供給体制の構築支援事業

資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁 0 3,346,732 3,346,732 0 一般正味財産

0 19,999,006 17,678,237 2,320,769 流動負債

1,637,651 24,116,956 23,433,838 2,320,769

５.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

合　　　　　計



６.金融商品の状況に関する注記 

 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当法人は、法人運営の財源の相当部分を運用益によって賄うため、預貯金、投資信託、

債券、デリバティブ取引を組み込んだ複合金融商品及び理事会が特に定めた場合はこれ

以外の商品により資産運用する。 

 当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組

債、仕組預金）のみであり、一定の金額を限度としている。なお、投機目的のデリバテ

ィブ取引は行わない方針である。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 投資有価証券は、投資信託、債券、デリバティブ取引を組み込んだ債券（仕組債）であ

り、発行体の信用リスク、市場リスク（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場

価格の変動リスク）にさらされている。なお、投資有価証券には、リスクが高いものと

して、中途解約が著しく制約されていることにより、満期到来までに資金化が困難な流

動性に乏しい債券（仕組債）が含まれているが、満期保有を原則としている。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 資産管理及び運用に関する規程に基づく取引 

 金融商品の取引は、当法人の資産管理及び運用に関する規程ならびに資産運用に関す

る基本方針に基づき行う。 

 

② 信用リスクの管理 

 債券（仕組債を含む）については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、

理事会に報告する。 

 

③ 市場リスクの管理 

 債券（仕組債を含む）については、関連する市場の動向を把握し、運用状況を理事会

に報告する。 

 



　　　　　　　　　財務諸表の注記に記載している。

（単位：円）

科    目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

退 職 給 付 引 当 資 産 81,757,831 5,606,000 0 87,363,831

計 81,757,831 5,606,000 0 87,363,831

１　基本財産及び特定資産の明細

２　引当金の明細

附属明細書


